
　
先進各国の援助体制

　本誌『国際開発ジャーナル』
2023年１月号では、本誌論説委
員であり政策研究大学院大学の
教授を務める大野泉氏が「開発
協力と安全保障問題」を解説し
た。米国、英国、ドイツなどの
3D（Defense、Diplomacy、 
Development）と開発協力との
連携が主なテーマだった。　
　では、筆者は本号で先進各国の
援助システムを展望しながら、日
本での同議論のあり方に言及して
みたい。
　米国の国際開発庁（USAID）
から始めよう。USAIDは1961年
に対外援助法により国務省の一機
関として設立された。機構的な特
徴としては、援助担当部局が地域
別に分かれ、資金協力と技術協力
を一元的、かつ戦略的に実施して
いる。
　次いで、英国の国際開発省
（DFID）は、主に多くの旧英国
連邦をカバーする形で、経済開発
協力、貿易協力から教育に至るま

で幅広い援助体制を構築。しかし、
どちらかと言えば、経済援助より
も教育など人材育成に重点を置い
ているのが、英国援助の最大の特
徴だと言える。筆者の会ったマレ
ーシア政府の高官は、英国ケンブ
リッジ大学への留学を誇るように
語り、その口調も見事に英国調で
あった。英国流人材教育が一つの
大きな政治力になっていることを
痛感させられる一幕である。（な
お、DFIDは2020年９月に外務
連邦省と統合され、外務・英連
邦・開発省（FCDO）となって
いる）
　その意味では、フランスも旧植
民地国への影響力を、フランス語
を通じて大きく補っていると言え
る。フランス開発庁（AFD）は
北アフリカ地域を中心に、旧植民
地国のみならず、南太平洋など現
植民地の経営まで手堅くマネージ
している。近年まで協力の実施機
関は分散的で、技術協力も含む無
償援助などは別機関が担っていた
ものの、2019年には統合が進め
られた。

　ドイツは、西ドイツ時代から援
助政策の企画立案などを連邦経済
協力開発省（BMZ）が担当し、
資 金 協 力 は 復 興 金 融 公 庫
（KfW）、技術協力は国際協力
公社（GIZ）が実施する体制を取
り、ドイツの技術力の海外シフト
に大きく貢献している。次いで、
ノルウェーとスウェーデンは、援
助の規模は大きくないが、「国際
開発庁」を設けている。そしてイ
タリア、オランダは日本同様、外
務省国際協力局が援助事業を所管
している。

露と消えた援助省構想

　回顧するに、日本は1990年代の
トップ・ドナーの時代から長い間、
援助専管省を設けず、外務省、財
務省、経済産業省、経済企画庁に
よる４省庁協力体制で巨額の政府
開発援助（ODA）事業をマネー
ジしてきた。これは世界的に見て、
日本特有の援助体制であったと言
える。ただ、その間、何度となく
援助省、あるいは援助庁構想が提
唱され、日本独自の戦略的な援助

体制の議論もされていた。一時は、
外務省の経済協力局を昇格させた
「援助庁」構想も提唱された。
　しかし、霞が関役所の足の引っ
張り合い、権限競いと、政治家の
ODAへの戦略思想の低さも加わ
って、次々と潰されて実現できな
かった。一つの援助専管省が成立
すると、霞が関各省の独自の政策
的な利権誘導が難しくなるせいか、
彼らは全員集合で潰しにかかる。
　こうした状況を政治的に打開し
ようとする動きがなかったわけで
はない。1990年代に、非常に珍
しいことだが、社会党を中心とす
る野党側から、参議院へ野党共同
で「国際協力基本法案」が提出さ
れたことがある。その中の最大の
テーマは「国際開発協力庁」の創
設であった。この構想の最大の課
題は、基本法案の第４章（国際協
力に関する組織の第17条）で、
次のように定められていた。
　「国際協力に関する行政を総合
的に推進するため、別に法で定め
ることにより、総理府の外局とし
て国務大臣を長とする国際開発庁
を置くものとする」
　しかし、自民党は言うまでもな
く、外務省を先頭にした霞が関の

猛烈な反発に遭って、深く議論す
ることなく消えていった。もし、
この法案が自民党から出されてい
たならば、援助庁か援助省が誕生
していたかもしれない。

求められる新たな援助戦略

　これを日本の援助発展史から見
ると、時の政治家をはじめ官僚に
も援助事業を重要な国家政策とし
て受け止める戦略的発想に乏しか
った。1997～98年にトップ・ド
ナーになったものの、それは一時
的な高度経済成長の結果であり、
あえて言うと、欧米の強力な外圧
で、他動的に日本が世界一になっ
ただけで、戦略的、政策的に
ODAを増大させたわけではない
と言っても過言ではない。
　そもそも、日本の援助理念を唱
える「ODA大綱（現：開発協力
大綱）」に、政治家、政党、国会、
経済界がどれほど関心を示してき
ただろうか。かつて、ODAが経
済協力と言われていた時代には、
政府の輸出振興政策にも押されて
タイド援助（ヒモつき援助）とし
て日本の経済的権利に大きく寄与
する国家政策として、高い地位を
占めていた。

　ところが、ODAの国際貢献が
大きく要請されてくると、ODA
の持つ潜在的な権益が減少すると
して、経済界の関心は後退し、
ODAを実質的に押し上げるサポ
ーターたちが減少していった。
　他方、政府の考え方も硬直的と
なり、ODAの日本独自の戦略性
が失われ、ODAの伝統的なアジ
ア・シフトからアフリカ・シフト
へ傾斜していく。つまり、援助政
策が世界化するにつれて、伝統的
な“アジアの中の日本”という原
点が失われていくことが危惧され
る。ODAは世界の所得格差の是
正だけでなく、日本国としての国
家戦略が援助政策の下敷きになる
という役割も帯びているはずであ
る。その意味で、たとえば、中進
国に近づく東南アジア諸国連合
（ASEAN）への、日本の援助の
あり方なども大きく考え直す時代
を迎えていると言える。
　あえて言うと、日本政府は新た
なビジョンで戦略的な援助政策を
構想する必要があろう。
　つまり、これまでの単なる資
金・技術協力から、新たな社会変
革への知恵を包含した高度で戦略
的な政策協力が求められている。

世界の援助体制を展望
夢に消えた日本の援助省構想
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ザンビア首都ルサカ市のチパタ総合病院の朝。多くの患者や付き添いの家族で、病院入口が込み合うのは日常である
＝法月正太郎氏（JICA専門家）提供

特集特集 コロナ禍の先に
保健医療協力の行方保健医療協力の行方

１月20日、英医学誌『ランセット』に岸田文雄首相の寄稿文が掲載された。今年５月のG7広島サミット
に向け、グローバルヘルスおける日本のビジョンを表明したものだ。これまで日本は、2008年の北海
道洞爺湖サミットや2016年の伊勢志摩サミットなど、議長国を務める際にグローバルヘルスの議論
を推進し、イニシアチブを取ってきた。広島サミットではどのような存在感を示せるのか。開発協力の
行方と合わせて考えてみた。

1．G７に向けて
　　基金運用など具体的な議論を展開か

2．JICAの取り組み
　　治療・警戒・予防を３本柱に
　　診断・治療の強化
　　　 AD　 Project Focus：新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔技術を活用した

　　　　　　　　　　 集中治療能力強化プロジェクト

　　オンラインで広がるICU技術の学び合い

　　感染症研究・早期警戒体制の強化
　　＜インタビュー＞　新興感染症の拡大を食い止める野口研
　　野口記念医学研究所 所長　ドロシー・イェボア＝マヌ氏
　　感染症予防の強化
　　＜JOCV座談会＞　「習慣化」に不可欠な現地視点
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3.今後の展望
　　学者の視点：パンデミック条約作成に積極貢献する日本
     東京都立大学大学院 法学政治学研究科 教授　詫摩 佳代氏

　　グローバルアクターの視点：「日本ブランド」へのこだわりには注意を
     グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund）CEO　國井 修氏

　　コンサルタントの視点：国内研修重視に舵を切れ
     （株）ティーエーネットワーキング
     最高技術顧問／元国立国際医療研究センター国際医療協力局課長　建野 正毅氏
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役会長　谷保 茂樹氏

     ＜国内研修の現場から＞　おもてなしの医療を支える“縁の下の力持ち”
AD　 Project Focus
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1 2G７に向けて JICAの取り組み

UHCの推進などに焦点

　新型コロナウイルスのパンデミ
ックを経験し、国際社会は今、世
界的な健康危機への予防・備え・
対応（PPR）を強化する必要性に
迫られている。そうした中、岸田
文雄首相は『ランセット』への寄
稿で、G７広島サミット・G７長
崎保健大臣会合で「人間の安全保
障」と「ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ」（UHC）の戦略的
重要性を改めて強調する方針を示
した。そして同方針を支える重要
分野として、①公衆衛生危機に対
応するグローバルヘルス・アーキ
テクチャー（国際保健の枠組み）
の強化、②UHCの推進③デジタ
ル領域を含むヘルス・イノベーシ
ョンの促進（世界的なサーベイラ
ンス・ネットワークの構築など）
に焦点を当てるとした。
　日本の国際保健外交では長年、
UHCを積極的に推進。2016年の
G7伊勢志摩サミットでも、UHC
の達成などを盛り込んだ「国際保
健のためのG7伊勢志摩ビジョ
ン」を取りまとめ、国際的評価を
得ている。この時も、同誌にはサ
ミット開催に先立ち、安倍晋三首
相（当時）の寄稿が掲載された
（2015年12月）。安倍氏は、
「健康が人間の安全保障の中心的
要素」との考え方を示し、日本は
公衆衛生危機への対応強化や強靭

な保健システム構築に向けて貢献
していく旨を述べた。その方針を
岸田首相も概ね踏襲しているが、
広島サミットでは感染症対策を中
心に、より具体的な議論を展開し
ていくつもりのようだ。

UHC推進の拠点化にも言及

　たとえば寄稿文の中では、
2022年11月のG20バリ・サミッ
ト（インドネシア）で設立された「パ
ンデミック基金」の運用を、広島
サミットでも後押ししていくと述
べている。具体的には、保健・金
融セクターの連携強化や、資金調
達メカニズムやルール作り、ガバ
ナンス強化の促進を訴える構えだ。
この基金は、低・中所得国の将来
的なパンデミックに対するPPR体
制の強化を目的としており、日本
も5,000万ドルを拠出している。
　また、「パンデミック対策とし
ての国際的な規範や規制の強化」
の重要性が寄稿文で言及されてい
ることから期待できるのは、「パ
ンデミック条約」を巡る踏み込ん
だ議論だ。パンデミックへの対策
の在り方を包括的に定めるこの条
約の議論は、2021年12月、世界
保健機関（WHO）加盟194カ国
の合意を受けて始まった。2022
年 1 1 月 に 概 念 的 基 礎 草 案
（Conceptual Zero Draft）が発
表され、12月にジュネーブでの多国
間交渉主体（Intergovernmental 

Negotiating Body）の会合で交
渉は本格化した。この議論では、
製薬会社にワクチン・治療薬にお
ける政府との取引条件の開示を義
務付けが提案された他、ワクチン
の著作権保護免除や技術移転を巡
る先進国と途上国との対立も見ら
れる。一筋縄ではいかない議論の
舵取りを、サミット議長国である
日本が担う可能性も期待したい。
　この他、寄稿では「UHC推進
のためのグローバルなハブとなる
拠点」についての取り組みも進め
ていくとしている。これについて
は一部の識者は、神戸市にある
WHO健康開発総合研究センター
（WHO神戸センター）のような
研究機関を国内に設置するのでは
ないかとみている。

脆弱性は日本にも

　政府開発援助（ODA）でも今
後、保健医療分野の協力が活発化
する可能性はある。とはいえ、期
待ばかりでもない。コロナ禍は日
本の保健医療にも脆弱性があるこ
とを露呈させた。そうした意味で
は、日本の国際保健外交や協力、
さらには医療輸出の在り方がこの
ままでいいのか、自らに問い掛け
ることも必要だ。
　本特集では、そうした問題意識
を持ちつつ、保健医療における日
本の役割、新たな強みを探ってい
る。　   （本誌編集部・木村 夏）

WHOの宣言前からコロナ対応

　新型コロナウイルス感染症の世
界的流行は、保健医療の重要性や
世界的な連携の必要性を、あらた
めて認識させた。コロナ禍を経て、
国際協力機構（JICA）の保健医
療協力は何を目指すのか。
　コロナ禍の2020年7月、JICA
は「JICA世界保健医療イニシア
ティブ」を始動させた。「診断・
治療体制の強化」「感染症研究・
早期警戒体制の強化」「感染症予
防の強化・健康危機対応の主流

化」が３本柱だ。
　世界保健機関（WHO）が新型
コロナウイルス感染症について、
「国際的に懸念される公衆衛生上
の緊急事態に該当する」と発表し
たのは2020年１月末。しかし、
新たな感染症の疑いや懸念は、そ
れ以前から広がっており、JICA
の対応も1月中旬から既に始まっ
ていた。
　JICA人間開発部の久保倉健・
参事役/新型コロナウイルス感染
症対策協力推進室副室長は「新し
いコロナウイルスの流入によって、

マスクや個人用防護具（PPE）な
どの需要が急増し不足する恐れが
あるとの情報が、アジアの事務所
から、かなり早い時期から届いて
いた」と説明する。JICAはイン
ドネシアで１月13日、実施中の
プロジェクトを通じたPPEなどの
資機材の供与を開始。その後
PCR検査用資機材なども各国へ
提供した。
　３月11日にWHOが「新型コ
ロナウイルスがパンデミックと形
容される」との評価を明らかにし、
日本政府も水際対策を強化すると、

治療・警戒・予防を３本柱に
JICA世界保健医療イニシアティブと今後の展開

基金運用など具体的な議論を展開か
パンデミック条約交渉の舵取りにも期待

コロナ禍の先に～保健医療協力の行方

パレスチナ自治区・ガザ地区の子どもたち。石けんは2019年から行われているJICAの「理数科教育質の改善プロジェクト」（技術協力）を通じて供与された＝JICA提供

2023.3　国際開発ジャーナル 13IDJ　March 202312


